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石川県立田鶴浜高等学校

重点目標 具体的取組 主担当 現 状 評価の観点 実現状況の達成度判断基準 判定基準 備 考
１ 高い倫理観に裏付 ① わかる授業への工夫 教務 「授業は興味深く、【努力指標】 授業の参観回数が Ａ＋Ｂが 80％
けられ、わかる授 改善を目指し研究授 学習意欲が湧く」 授業を積極的に参 Ａ 9回以上 以下の場合は、
業を意図的・計画 業・公開授業、指導 に対する肯定評価 観し、その内容を Ｂ 7~8回 実施方法を検討
的に展開できるよ 案検討会を実施す が他の項目より低 自らの授業改善に Ｃ 5~6回 する。
う、教師の資質向 る。 く、学習意欲を高 活かす。 Ｄ 5回未満 である。
上に努める。 める授業展開を進 「授業は興味深く、学習意欲 Ｃ以下の場合は、生徒による授業

める必要がある。 が湧く」と評価した生徒の割 実現方法、指導 評価を前後期の
合が 法の再検討をす ２回実施する。
Ａ 90%以上 る。
Ｂ 85%以上
Ｃ 80%以上
Ｄ 80%未満 である。

② 教師としての資質向 総務 求められる教師像 【満足度指標】 研修会の内容を理解した職員 Ｃ以下の場合は、年３回実施し、
上を目指した職員研 や倫理観につい 研修会の内容を理 が 実施方法の再検 毎回アンケート
修会を実施する。 て、理解を深める 解し、資質向上に Ａ 100% 討をする。 調査をする。

場が必要である。 繋がる。 Ｂ 90%以上
Ｃ 80%以上
Ｄ 80%未満 である。

２ 一人ひとりの学力 ① 専門教科の指導の充 衛生 定期考査及び国家 【成果指標】 ＜高校＞ ＜専攻科＞ Ｃ以下の場合は 全生徒が目標に
を十二分に引き出 実を図るとともに、 看護科 試験演習で、本校 ＜高校＞定期考査 60点未満の 偏差値 40未満 指導法の再検討 達成するまで考
す教科指導により、 習得度が一定レベル が目標としている で専門教科の評点 生徒が の生徒が をする。 査後も個別指導
看護師・介護福祉 に到達するまで補習 レベルに達してい 60 点未満の生徒が Ａ 5％以下 0人 を継続する。
士国家試験合格率 や個別指導を実施す ない生徒がいる。 15％以下である。 Ｂ 15％以下 1人
100％を目指す。 る。 ＜専攻科＞国家試 Ｃ 25％未満 2人

験演習で合格の目 Ｄ 25％以上 3人以上
安となる偏差値 40

未満の生徒が 0 人 である。
である。

健康 定期考査及び国家 【成果指標】 （1,2年生） （1,2年生） 全生徒が目標に
福祉科 試験演習で、本校 （1,2年生） 60 点以上の生徒の割合が Ｃ以下の場合は 達成するまで考

が目標としている 定期考査で専門教 Ａ 80％以上 指導法の再検討 査後も指導を継
レベルに達してい 科の評点が 60 点 Ｂ 70％以上 をする。 続する。
ない生徒がいる。 以上の生徒がクラ Ｃ 60％以上

スの 70 ％以上で Ｄ 60％未満 である。
ある。 （3年生） （3年生）
【成果指標】 クラスの平均得点率が Ｃ以下の場合は
（3年生） Ａ 80％以上 指導法の再検討
国家試験演習の得 Ｂ 70％以上 をする。
点率が 70 ％以上 Ｃ 60％以上
である。 Ｄ 60％未満 である。



重点目標 具体的取組 主担当 現 状 評価の観点 実現状況の達成度判断基準 判定基準 備 考
３ 地域の医療・福祉 ① 学校説明会及び地区 総務 説明会等における 【成果指標】 説明会等への参加人数が、 Ｃ以下の場合、 説明会毎に集計
機関を支える看護 説明会、「看護・福 教務 啓発活動が本校へ 地区説明会等への Ａ 230人以上 取り組み体制を する。
師・介護福祉士の 祉への道」説明会等 の志願者確保に必 参加人数が増加す Ｂ 200人以上 強化する。
役割の大きさの啓 の啓発活動を実施す 要である。 る。 Ｃ 170人以上
発に努め、本校志 る。 Ｄ 170人未満 である。
願者の増加を図る。

② 中学校の文化祭や地 衛生 地域における本校 【成果指標】 本校に対する理解が深まっ Ｃ以下の場合、 健康チェック実
域の行事などで健康 看護科 衛生看護科への期 健康チェックをと たという人数の割合が 測定方法や説明 施後、アンケー
チェックを実施す 待と需要が増加し おして、本校への Ａ 90%以上 方法について再 ト調査を行う。
る。 ている。 理解が深まる。 Ｂ 80%以上 指導する。

Ｃ 70%以上
Ｄ 70%未満 である。

③ 地域との交流会や学 健康 地域住民に対する 【成果指標】 福祉に対する理解が深まっ Ｃ以下の場合は 行事毎にアンケ
校開放行事をとおし 福祉科 福祉の啓発活動を 交流会や学校開放 たという人数の割合が 取組の強化を行 ート調査を行
て、福祉に関する理 推進する必要があ 行事をとおして、 Ａ 90%以上 う。 う。
解を深める。 る。 福祉理解が深まる。 Ｂ 80%以上

Ｃ 70%以上
Ｄ 70%未満 である。

４ 特色ある部活動を ① 部活動を活性化させ 生徒会 運動部に比べて、 【成果指標】 年間活動日数（12 月まで） Ｃ以下の場合、 月毎に各部活動
創設することで生 るため、活動日数の 部顧問 文化部は活動日数 部活動の活動日数 の平均が 増加策を検討す の活動状況調査
徒の課外活動の活 増加を図る。 の少ない部もあ が増加する。 運動部 文化部 る。 を実施する。
性化を図り、看護 る。 Ａ 180日以上 65日以上
や福祉の道を進む Ｂ 160日以上 60日以上
生徒にふさわしい Ｃ 140日以上 40日以上
心身の調和的な発 Ｄ 140日未満 40日未満
達を図る。 である。

② 運動部・文化部合同 部顧問 文化部の生徒に対 【成果指標】 1,2年生の Ｃ以下の場合、 後期から実施す
部活動を実施する。 体育科 して、運動の機会 多くの生徒が合同 Ａ 90％以上 参加率向上のた る。

を増やす必要があ 部活動に参加する。 Ｂ 80％以上 めの方策を検討
る。 Ｃ 70％以上 する。

Ｄ 70％未満
が合同部活動に参加した。



重点目標 具体的取組 主担当 現 状 評価の観点 実現状況の達成度判断基準 判定基準 備 考
５ 授業・実習を通し ① 授業や実習の場にお 衛生 授業中の発言や業 【成果指標】 ４月よりコミュニケーショ Ｃ以下の場合、 定期的にアンケ
た教師・指導者と いて、生徒の思考力 看護科 後の質問をする生 教員や実習指導者 ン能力に関する自己評価が 対象生徒の指導 ートを実施す
の対話により、思 や活用力を高めるた 徒が少ない。また、とのコミュニケー 向上した生徒が 方法を再検討す る。
考力・活用力を鍛 め、関わりの時間を 実習においても積 ション能力に関す Ａ 80％以上 る。
え、携帯電話を必 増やす。 極性が低下してい る自己評価が、年 Ｂ 70％以上
要としないコミュ る。 度当初より向上す Ｃ 60％以上
ニケーション能力 る。 Ｄ 60％未満
を育成する。 である。

② 施設実習において実 健康 コミュニケーショ 【成果指標】 コミュニケーション能力に Ｃ以下の場合、
習指導者と連携を図 福祉科 ンに苦手意識があ 実習評価のコミュ 関する評価が、４段階中の 対象生徒に対し
り、生徒が利用者と り、積極的に実習 ニケーション能力 「3以上」の生徒の割合が、 個別指導を行う。
関わりをもつ機会を に臨めない生徒が に関する項目の評 Ａ 90％以上
増やす。 みられる。 価が向上する。 Ｂ 80％以上

Ｃ 70％以上
Ｄ 70 ％未満

である。

６ 基本的な生活指導 ① 状況に適した身だし 生徒指導 基本的生活習慣は 【成果指標】 教職員によるアンケートの Ｃ以下の場合は、教職員を対象に
を徹底することに なみや挨拶・言葉遣 概ね良好である 状況に適した身だ 評価結果が４月よりよくな 内容、方法等を アンケートを
より、看護や福祉 いが行えるように指 が、限られた一部 しなみや挨拶・言 っている割合が 検討する。 ４．７．９．12
の道を目指す生徒 導の徹底を図る。 の生徒が繰り返し 葉遣いが行えるよ Ａ 80％以上 月に実施する。
として、強く自ら 服装や態度で注意 うになる。 Ｂ 70％以上
を律し、人間とし を受ける傾向にあ Ｃ 60％以上
ての在り方生き方 る。 Ｄ 60 ％未満
に目覚めさせる。 である。

② 欠席・遅刻・早退を 生徒指導 欠席は減少傾向に 【成果指標】 保護者からの連絡がなく、 Ｃ以下の場合、 毎月、欠席状況
昨年度より減少させ あるが、保護者の 保護者からの欠 個別指導を行った回数の割 保護者への協力 を提示する。
るため、保護者との 連絡がない生徒に 席・遅刻の連絡が 合が を強化する。
連絡を密にし、指導 おいて欠席・遅刻 なく個別指導を行 Ａ 5％以下
の徹底を図る。 が多くみられる。 った回数の割合が Ｂ 15％以下

減少する。 Ｃ 25％未満
Ｄ 25％以上

である。


